
資金繰り



コロナ対策施策活用 ３ステップ

Step１

Step２

Step３

現状把握
→「必要な資金はいくらか？」を把握
→今後1年の資金繰り表作成

資金確保と支出抑制
→資金確保：融資・助成金・給付金
→支出抑制：税・社会保険料とその他経費

コロナ後の対策
→設備投資・販路開拓
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「経産省 コロナ対策」
で検索

→「支援策パンフレッ
ト」の「資金繰り支援内
容一覧」をクリック





（当資料は2020年４月20日現在の情報に基づいて作成しています）

資
金
繰
り

売上減少したので融資を受けたい

上記に該当しないが融資を受けたい

(セーフティネット保証)
(危機関連保証)

無利子・無担保融資

セーフティネット貸付

とにかく資金流出を防ぎたい 税金・社会保険料の猶予制度

【４号】100％保証（売上20％以上減）
【５号】 80％保証（売上 5％以上減）
【危機】100％保証（売上15％以上減）

コロナで売上5％以上減
融資限度額（国民事業）：6,000万円

（中小事業）： 3億円

売上減少幅に関係なく
融資限度額（国民事業）：4,800万円

（中小事業）： 7.2億円

納付困難な場合、国税・地方税・厚生年
金等の納付を猶予

最寄りの
信用保証協会

日本政策金融公庫

0120-154-505

日本政策金融公庫

0120-154-505

最寄りの
税務署・都道府県・
市町村・年金事務所

持続化給付金（※ 現金給付）コロナで売上が半減した
前年の総売上(事業収入)
—(前年同月比▲50％月の売上×12ヶ月)
上限：中小200万円、個人事業100万円

経済産業省

0570-783183

信用保証



(セーフティネット保証)
(危機関連保証)

無利子・無担保融資

【４号】100％保証（売上20％以上減）
【５号】 80％保証（売上 5％以上減）
【危機】100％保証（売上15％以上減）

コロナで売上5％以上減
融資限度額（国民事業）：6,000万円

（中小事業）： 3億円

最寄りの
信用保証協会

日本政策金融公庫

0120-154-505

信用保証
民間
金融機関

政府系
金融機関

どこから融資
を受けたいか
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＋
既存の制度の活用

（例）
●小規模企業共済（中小機構）・・・・・・・ 貸付制度の活用
●中小企業倒産防止共済（中小機構）・・・・ 一時貸付金の活用
●生命保険会社の契約者貸付・保険料の支払い猶予
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さいごに


